
令和２年１１月４日

学校給食費に係る公会計化等の推進状況調査の結果について 

 文部科学省では、教員の業務負担軽減等の観点から、学校給食費については、地方公共団

体の会計に組み入れる「公会計制度」を採用するとともに、徴収・管理を学校ではなく地方

公共団体が自らの業務として行う（以下「公会計化等」という。）ことを一層推進いただく

ようお願いしているところです。

このたび、令和元年度における学校給食費の公会計化等の推進状況を取りまとめましたの

でお知らせします。

１．経緯・目的

教員の業務負担の軽減等に向け、各学校設置者における学校給食費の公会計化等の推進状況

及び学校給食費の公会計化等を進めるに当たり支障となっている事由等を把握し、今後の促進

方策の検討に活用する。 

２．調査内容

（１）調査基準日：令和元年１２月１日現在

（２）調査対象：学校給食を実施している小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前

期課程）、特別支援学校、夜間定時制高等学校を設置管理している教育委員

会

（３）調査事項： 公会計化等の実施状況、公会計化等を実施していない場合の理由

（４）回答数：計１，７９９

３．調査結果の概要

（１）学校給食費の公会計化等（※）の実施・検討状況

実施・検討状況 回答数（割合）

実施している ４３８（２６．０％） 
準備・検討している ５２４（３１．１％） 
計 ９６２（５７．１％） 
実施を予定していない ７２４（４２．９％） 

（学校給食費の無償化を実施している教育委員会は集計から除く。）

※本調査において、「公会計化等」とは、学校給食費について、以下①②の双方を満たしたもの

をいう。

①公会計制度を導入。

②徴収・管理を学校ではなく、地方公共団体自らの業務として実施。

【参考】少なくとも①公会計制度を導入している教育委員会 ７１５（４２．４%）



 

＜担当＞ 初等中等教育局健康教育・食育課 

  課  長 平山 直子（内線 2689） 

  専 門 官 加藤 晴彦（内線 2042） 

  主  任 松村 聖美（内線 3380） 

   電話：03－5253－4111（代表）、03－6734－2694（直通） 

（２）公会計化等の実施を予定していないと回答した教育委員会において支障となっている事

由（複数選択可） 
支障事由 回答数 

首
長
や
首
長
部
局
と
の

調
整 

情報管理のための業務システムの導入・改修にかかる経費について ３９８ 
情報管理のための業務システムの運用にかかる経費について ３５１ 
人員の確保について ３９１ 
徴収や未納等対応における徴税部門等との連携について ２７９ 
その他※ ８８ 

教育委員会の判断による※ ３１６ 
※主な事由（自由記述） 

・現時点では具体的な検討に至っていない。 
・公会計化していないが、徴収・管理に係る教員の負担軽減策を講じている（事務員や自治体

出向職員、関連団体による徴収等）。 
   ・保護者と信頼関係のある学校が担った方が円滑。 

・他市町村等の動向を見て、検討したい。        等 
 
（３）都道府県別の実施・検討状況は別紙のとおり。 

 

４．今後の対応   

既に公会計化等を実現している自治体の事例をまとめるとともに、公会計化等に関する質問

に対する回答を Q&A 形式でまとめ、地方公共団体へ通知。引き続き、学校給食費の公会計化

等の促進を図る。 

 




